
第三種郵便物認可 032023/兵庫県版 mon.03/20

こと等、当該土地に管理上の特別なリスクが
存在しないことが必要となります。
　　このため、土地上に建物が存在する場合に
ついては、建物を収去した後でなければ同制
度を利用することはできません。

3 ．負担金の金額
　　負担金の金額については、原則として下表
のとおり整理されています。

4 ．相続放棄と相続土地国庫帰属制度との違い
　　相続放棄は相続した財産を全て放棄する制
度であるのに対して、相続土地国庫帰属制度
は、相続した土地に限り国庫に所有権を移転
する制度となります。
　　相続に際して、これまでは、単純承認、限
定承認、相続放棄との制度しかありませんで
したが、相続土地国庫帰属制度の施行によ
り、遺産を相続しながらも条件を満たす場合
には不要な土地の所有権を国庫に帰属させる
ことができるという選択肢が 1つ増えまし
た。
　　今後、相続が発生した場合には、相続した土
地が必要か否か、それぞれの選択をした場合に
どの程度の費用が必要となるかも踏まえて、制
度を選択していくことが可能となります。

1 ．相続土地国庫帰属制度
　　会社からのご相談を受ける際に、遠隔地に
ある誰も利用していない土地を相続したもの
の、今後利用する予定もないことからどうし
たらよいかという個人的なご相談を受けるこ
ともあります。このような場合に利用するこ
とができる相続土地国庫帰属制度が令和 5年
4月27日に施行されますので、その概要につ
いてご説明いたします。
　　相続土地国庫帰属制度は、相続または相続
人に対する遺贈によって取得した土地につい
て、一定の要件を満たすことを前提に共有者
全員で申請するとともに負担金（10年間の標
準的な管理費用を基準に算定）を納付した場
合に、当該土地を国庫に帰属させることがで
きるという制度です。

2 ．対象となる土地の条件
　　同制度の対象となる条件ですが、当該土地
上に建物が存在しないこと、当該土地に抵当
権や地役権など他者のための権利が設定され
ていないこと、隣地との境界に争いがないこ
と、崖など特別な管理を要する土地でないこ
と、管理を阻害するもの（工作物、樹木また
は車両等）が当該土地上に存在しないこと、
当該土地が有害物質により汚染されていない
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